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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　３月31日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　９月30日

売上高 (百万円) 19,700 23,197 24,322 42,813 50,510

経常利益 (百万円) 1,187 1,466 1,614 3,181 4,543

中間(当期)純利益 (百万円) 761 1,092 1,086 2,179 3,594

純資産額 (百万円) 20,688 23,579 23,682 22,559 26,095

総資産額 (百万円) 38,922 46,709 47,624 45,370 53,098

１株当たり純資産額 (円) 481.22 547.90 592.94 517.23 606.48

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 18.15 25.43 25.64 51.31 83.67

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 17.70 23.27 23.43 49.93 76.56

自己資本比率 (％) 53.2 50.4 49.7 49.0 49.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,065 570 △364 2,694 4,601

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △676 △1,182 △2,233 △1,281 △2,624

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △505 △566 △342 2,061 △813

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,199 6,640 5,544 7,814 8,883

従業員数 (名) 1,528 1,516 1,529 1,520 1,539

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　純資産額の算定にあたり、第62期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　３月31日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成17年
　　10月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成18年
　　10月１日
至　平成19年
　　９月30日

売上高 (百万円) 6,508 7,093 7,057 13,966 16,555

経常利益 (百万円) 880 492 580 1,725 2,162

中間(当期)純利益 (百万円) 660 578 362 1,500 2,189

資本金 (百万円) 14,495 14,495 14,496 14,495 14,496

発行済株式総数 (千株) 43,075 43,075 43,076 43,075 43,076

純資産額 (百万円) 20,964 21,875 20,904 21,538 23,235

総資産額 (百万円) 27,706 32,446 32,613 32,121 36,208

１株当たり純資産額 (円) 487.64 509.23 523.55 501.16 541.13

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 15.73 13.46 8.57 35.32 50.97

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 15.35 12.32 7.83 34.37 46.64

１株当たり配当額 (円) 2.50 4.00 6.00 8.00 12.00

自己資本比率 (％) 75.7 67.4 64.1 67.1 64.2

従業員数 (名) 342 343 345 351 353

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　純資産額の算定にあたり、第62期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

粉体関連事業 1,116

プラスチック薄膜関連事業 167

環境関連事業 59

製菓関連事業 147

全社(共通) 40

合計 1,529

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の従業員の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 345

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて、労使間に特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間における世界経済は、いわゆるサブプライム問題から米国において住宅市場の縮

小、雇用者の減少、個人消費の低迷、設備投資先行指標の落ち込みなどリセッション懸念が再び高まって

きております。欧州では、景気減速と物価上昇が同時進行する懸念が強まってきておりますが、新興国向

けの輸出は堅調さを持続しており米国のような景気後退はないと思われるものの、減速が避けられない

見通しとなっております。アジアでは、中国は米国経済の不振の影響がある懸念されますが、なお景気拡

大を続けており、中国以外のアジア地域においても所得水準の上昇による消費の拡大が続いております。

　

一方、日本経済は、米景気変調で頼りとする外需の行方が極めて不透明となっており、踊り場からうま

く脱却できるかどうか楽観を許さない状況です。

このような経済環境の中、当中間連結会計期間の業績は、受注高は270億７千２百万円(対前年同期比

2.1％の減少)、受注残高は201億３千６百万円(対前年同期比9.5％の減少)、売上高は243億２千２百万円

(対前年同期比4.9％の増加)となりました。 

利益面におきましては、欧州を中心とした海外グループ各社の業務改善及び増収により、営業利益は16

億４千２百万円（対前年同期比5.5%の増加）となり、経常利益は16億１千４百万円（対前年同期比10.1%

の増加）を計上しました。しかし中間純利益は投資有価証券売却損の発生により10億８千６百万円（対

前年同期比0.5%の減少）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①　粉体関連事業

同事業は、粉砕・分級装置、混合・乾燥装置を中心にホソカワミクロングループの主力製品が多くを

占める分野であります。ＩＴ関連（トナー、磁石、二次電池）、ミネラル、化学及び食品市場を中心とし

て好調に推移いたしました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の受注高は191億２千９百万円（対前年同期比1.4％の減少）、受

注残高は148億６千６百万円（対前年同期比6.7％の減少）となり、外部売上高は172億２千万円（対前

年同期比5.0％の増加）となりました。これにより、営業利益は18億５千万円（対前年同期比33.6%の増

加）となりました。 
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②　プラスチック薄膜関連事業

各種プラスチック薄膜を製造する生産システムは、欧州、米国に加え先端的ニーズの要望が高い日本

を重要な市場としております。ドイツを中心に旧東欧を含めた欧州では比較的堅調でしたが、原油価格

の高騰による原料となる樹脂コストのアップから設備投資意欲の減退を招き全体としては、受注の減

少となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間の受注高は41億３千２百万円（対前年同期比15.2％の減少）、受

注残高は29億６千７百万円（対前年同期比20.2％の減少）となり、外部売上高は34億３千９百万円

（対前年同期比4.7％の増加）となりました。これにより、営業利益は８千９百万円（対前年同期比

54.8%の減少）となりました。

　

③　環境関連事業

環境関連事業は日本市場において大気汚染防止装置、製品捕集用集塵装置及び精密空調制御装置の

製造、販売をしております。大気汚染防止装置及び製品捕集用集塵装置は拡販に努めた結果、増加いた

しましたが、精密空調制御装置は、液晶関連など電子部品業界向けが減少いたしました。　 

　これらの結果、当中間連結会計期間の受注高は15億５千８百万円（対前年同期比4.0％の増加）、受注

残高は８億６千５百万円（対前年同期比2.9％の減少）となり、外部売上高は期初の繰越注残の不足に

より13億９千５百万円(対前年同期比13.1％の減少)となりました。営業利益は２億１千８百万円（対

前年同期比33.7％の減少)となりました。 

　

④　製菓関連事業

製菓関連事業は、欧米を中心にハードキャンディ、チョコレート、ベーカリーなどの製菓装置の製造

販売、エンジニアリングを手がけております。米国大手製菓企業との共同開発、既存装置の改良を中心

に提案営業を推進するとともに、主要市場の米国、欧州を中心に、アジア、豪州へ展開しております。こ

れら主力市場に加え、ロシア、インド等の成長新興市場への積極的な展開を進めております。 

これらの結果、当中間連結会計期間の受注高は22億５千３百万円(対前年同期比20.5％の増加)、受注

残高は14億３千６百万円(対前年同期比15.7％の減少）、外部売上高は22億６千６百万円（対前年同期

比19.1％の増加）、営業利益は８千２百万円（対前年同期比43.4％の減少）となりました。 

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①　日本

日本経済は、原材料価額の高騰や米国におけるサブプライムローンに端を発する国際的な金融市場

の混乱等により先行き不透明感がただよっています。このような経済環境の中、当社の先端的技術と新

規分野を含む前向きな設備投資ニーズが合致し、ＩＴ関連（トナー、磁石、二次電池）を筆頭に、化学及

び食品関連が堅調に推移した結果、当中間連結会計期間の外部売上高は72億８千９百万円（前年同期

比6.3％の減少)となりましたが、営業利益は11億７千７百万円（前年同期比4.4％の増加）となりまし

た。
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②　アメリカ

米国経済は、サブプライムローンの影響による住宅投資の減少及びガソリン価格の高騰による景気

減速の懸念が顕著に見られるようになってきました。このような状況の中、粉体技術関連事業において

は、大型案件が少なかったことに加え、ステンレス鋼材の値上げ及び対ユーロ・ドル安による価格競争

力が落ちました。製菓関連事業については、為替の影響はあまり受けず受注面では増加をみましたが、

プラスチック薄膜事業においては、石油価格の高止まりによる原料代の値上げなどの外的要因及び対

ユーロ・ドル安の影響による輸入コストアップがありました。その結果、当中間連結会計期間の外部売

上高は15億６千２百万円（前年同期比30.7％の減少）となりました。また、営業損失は、１億１百万円

(前年同期は９千４百万円の損失)となりました。

　

③　欧州

欧州経済は、中東欧・ロシア・原油高で潤う中近東等新興国向けの輸出が増大しており、ユーロ高や

米国景気の減速の影響は緩和されています。中でもドイツ企業を中心に受注が高水準で推移しており

ます。このような環境の中、当中間連結会計期間の外部売上高は154億９百万円（前年同期比19.8％の

増加）となりました。また、営業利益は10億５千４百万円（前年同期比5.5%の増加）となりました。 

　

④　アジア・その他

中国においては、米国経済の不振の影響が懸念されていますが引き続き、足元の景気指標は依然高水

準を維持しております。当該市場においては中国を中心に韓国等、継続してファインミネラル、トナー

市場向け粉砕・分級装置の販売、前年に引き続き二次電池などのＩＴ産業向けの販売に注力しており

ます。 

しかしながら、当該地域ではグループ関係会社の製品販売によるコミッション収入が大半を占め一部

現地調達機器類の売上計上のみとなるため、当中間連結会計期間の外部売上高としては、６千１百万円

（前年同期比79.2％の減少）となりました。一方で、売上高の大幅な減少により、営業損失は１百万円

（前年同期は８千８百万円の利益）となりました。 

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比

べ33億３千９百万円減少し、55億４千４百万円となりました。当中間連結会計期間におけるキャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、３億６千４百万円の資金の減少(前中間連結会計期間は５億

7千万円の資金の増加)となりました。資金の減少は、主として仕入債務の減少によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、22億３千３百万円の資金の減少(前中間連結会計期間は11億

８千２百万円の資金の減少)となりました。資金の減少は、主として有形固定資産の取得によるもので

あります。 

　

EDINET提出書類

ホソカワミクロン株式会社(E01676)

半期報告書

 7/76



(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億４千２百万円の資金の減少(前中間連結会計期間は５億

６千６百万円の資金の減少)となりました。資金の減少は、主として配当金の支払によるものでありま

す。 

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりでありま

す。

　
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

粉体関連事業 11,578 +4.1

プラスチック薄膜関連事業 2,853 +8.9

環境関連事業 720 △30.9

製菓関連事業 1,704 +47.7

合計 16,856 +5.8

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高
 (百万円)

前年同期比
(％)

粉体関連事業 19,129 △1.4 14,866 △6.7

プラスチック薄膜関連事業 4,132 △15.2 2,967 △20.2

環境関連事業 1,558 +4.0 865 △2.9

製菓関連事業 2,253 +20.5 1,436 △15.7

合計 27,072 △2.1 20,136 △9.5

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりでありま

す。

　
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

粉体関連事業 17,220 +5.0

プラスチック薄膜関連事業 3,439 +4.7

環境関連事業 1,395 △13.1

製菓関連事業 2,266 +19.1

合計 24,322 +4.9

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。
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４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、当社グループの経営上の重要な契約等は、株式会社栗本鐵工所との間で平

成16年９月６日に締結した「業務・資本提携に関する基本契約書」について、当初の目的を達成したと判

断し、平成20年２月21日に解消することに合意しました。また、新たに同社との間で「業務提携に関する基

本契約書」を締結しました。

　

５ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発は、昨年に100%子会社化しました㈱ホソカワ粉体技術研究所を核として、それぞ

れの粉体技術分野で高い評価を得ている日欧米のグループ会社と連携しながら進められています。その中

で、これらのグループ会社の専門性を生かしながら、研究開発の世界的な協力体制を構築するために、国際

R&D会議を毎年開催してテーマの選定、調整を図り、重複を回避して効率的な研究開発を促進すると共に、開

発された新技術、新製品の国際展開を図っております。　

当社は、長年にわたり一貫して、主に微粒子や粉体の処理装置やシステム及びその関連技術を中心に事業

を展開してきておりますが、数年前から、より微細な領域を対象としたナノパーティクル・テクノロジーの

展開にも力を入れております。そして、粉体技術、粉体処理装置の新技術、新製品を生み出すと共に、これら

を活用しながら、新しいナノ粒子などの粉体材料及びこれらを使った化粧品などの製品を対象として研究

開発並びに新規市場への参入を進めております。

当中間連結会計期間における研究開発活動の主なものは以下の通りです。なお、当中間連結会計期間中に

おけるグループ全体の研究開発費の総額は４億５千６百万円であります。

　

１　粉体関連事業

当事業に係わる研究開発費は３億５千１百万円であります。

当社グループの基幹事業である粉体関連事業においては、各種単位操作の効率化を目指した機器・装

置の開発、及び優れた最終製品を得るための粉体プロセッシングを用いた製造システムの研究開発と共

に、化粧品や育毛剤並びに燃料電池等の微粒子技術を駆使した新しい材料自体の開発に力を入れており

ます。

　

○　ナノテクノロジー関係

当社グループの基幹事業である粉体関連事業においては、各種単位操作の効率化を目指した機器・

装置の開発、及び優れた最終製品を得るための粉体プロセッシングを用いた製造システムの研究開発

と共に、化粧品や育毛剤並びに燃料電池等の微粒子技術を駆使した新しい材料自体の開発に力を入れ

ております。

一方、ドイツ子会社のホソカワアルピネ社では最近、ナノ粒子を媒体撹拌ミルで溶媒中に分散させた

ものを直接エクストルーダーで樹脂に混練するNano Direkt法並びに超音波を使った高濃度でのナノ

粒子の粒径のインライン計測（NanOnlineプロジェクト)の２つの公的助成プロジェクトに参画し、主

に湿式粉砕によるナノ粉砕の研究開発を進めています。
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○　樹脂、トナー、化学品関係

国内外で3000台を超える納入実績を持つ風力分級機内蔵型の衝撃式微粉砕機ACMパルベライザを、こ

の度さらに大幅に改良したACM－H型を開発し、新製品として粉体工業展大阪2007（10月)にて初公開致

しました。本装置は粉砕ロータの高速化と構造の最適化により、粉砕能力を従来の１．５～２倍向上さ

せることに成功し、消費エネルギーを３～５割程度削減し、さらに、簡易分解性・洗浄性を高めると共

に、低騒音、省スペース化を実現致しました。樹脂、農薬などの化成品だけでなく、金属、鉱物、食品など

広範な分野の材料に適用できる高性能汎用微粉砕機として、多くの顧客向けテストが進められており、

既に何台かの受注を得ています。

一方、オランダ子会社のホソカワミクロンBVでは、同社オリジナルの逆円錐型高速剪断式混合装置を

利用して、粉砕法で製造されたトナーの球形化処理や、化学法で製造されたトナーへの外添剤の複合化

処理などを効率よく行う技術を確立し、これらのシステムの売上に大きく貢献しています。

　

○　燃料電池関係

当社では、粒子設計加工技術を基にして、クリーンなエネルギー源として注目されています燃料電池

の中で特に効率のよい固体酸化物形燃料電池（SOFC）の研究開発に力を入れています。SOFCの電極、電

解質には粉体材料が使われていますが、これらの粉体粒子のナノレベルでの微細化、分散、あるいは複

合化による粒子微細構造制御の実現と共に、均一な薄膜の電解質層を作製するセラミックステープ成

形技術の開発により、電池特性を大幅に向上させる基本的な技術を確立しています。これらの電池セル

を積層させて作製したスタックの改良を進めその実証試験の一環として、平成19年11月に竣工披露さ

れました新本社ビルのLED看板点灯の48時間連続運転実験を行い、これに成功しました。現在、これらの

技術を基に材料（セル)に特化し、公的助成金を活用しながら、電池材料性能のさらなる向上を目指す

と共に、耐久性や生産性を考慮しながらその実用化を図るための技術開発を集中的に進めています。
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○　医薬・化粧品関係

平成19年９月より販売しています新しい発毛促進剤「薬用ナノインパクト」に加えて、11月に女性

用の「薬用ナノインパクトレディ」を製品化しました。本品は、女性特有の脱毛メカニズムに着目した

育毛成分を、浸透性・徐放性に優れたPLGAナノ粒子に封入した、DDS（Drug Delivery System: 薬物送

達システム)のコンセプトに基づく機能性スカルプケア商品です。さらに、この度、ホソカワミクロン化

粧品「ナノクリスフェアシリーズ」の新製品として、ナノコンポジットパウダの固体美容液「パウダ

リーモイスト」を開発しました。本品は、美肌・肌の老化防止・保湿効果を持たせるために、水溶性ビ

タミンC誘導体、ビタミンE誘導体、オリーブ油を封入したPLGAナノ粒子を用いた、今までにないプレス

トタイプの新感覚の基礎化粧品です。

一方、この薬物封入PLGAナノスフェアは、いくつかの医療デバイスへの応用の有効性が動物実験で実

証されており、平成19年11月には、アンジェスMG株式会社及びメディキット株式会社との間で、血管再

狭窄予防のための薬剤溶出型バルーンカテーテルの共同研究開発契約を締結し、その実用化のための

研究開発を進めています。なお、本プロジェクトは、NEDOの平成19年度「健康安心プログラム」に係る

「基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発」委託事業で助成されています。

さらに、ホソカワミクロンBVではこの度、医薬品等の低温乾燥に用いられる画期的な攪拌型凍結乾燥

装置を開発し、受注致しました。医薬品等の熱に弱い材料の低温乾燥を行う凍結乾燥には、従来、ほとん

どの場合棚段式等の静置式装置が使用されていましたが、今回開発されました撹拌式では、伝熱速度が

大きいため乾燥時間が飛躍的に短縮され、ランニングコストの大幅な低減に繋がるもので、今後の展開

が期待されます。

　

○　ミネラル関係

ホソカワアルピネ社では、ミネラル類の100μm前後の比較的粗い領域の大量処理用風力分級機とし

て定評のあるベントプレックスの改良を行い、ロータ形状の変更や挿入管の設置、分級ロータの回転数

領域や粉接部の機器材質の変更などにより、分級領域の拡大、分級精度の向上と共に、原料の付着や機

器の摩耗の低減を実現した改良型を完成させました。本装置はボールミルなどの粉砕機と組み合わせ

て用いられ、製品品質の向上に役立っています。

　

２　プラスチック関連事業

　当事業に係わる研究開発費は９千７百万円であります。

今年に入ってプラスチックフイルムパッケイジング業界においてもCO2削減問題が欧米、日本を含む

アジア諸国でクロ-ズアップされ始め従来の多機能複合化に加え薄肉化によるCO2対策が注目されてい

ます。

複合化及び積層化はプラスチック以外の素材では容易になし得ないモノであり、今後どの市場も近

い将来　更に多機能薄肉化となるのは容易に推察できます。

当社グループでは従来から多機能薄肉化フィルム生産機の開発に力をいれており、ドイツ　アウグス

ブルグに９層フイルムテスト機が平成20年３月末に設置され、又日本においても７層フイルムテスト

機が平成20年秋に設置される予定であります。　
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３　製菓機械関連、その他の事業

　当事業に係わる研究開発費は７百万円であります。

CS(顧客満足度)の向上を最優先し、個別のユーザーの市場戦略ニーズに沿ったハードキャンディ、

チョコレート、健康食品製品の形状、デコレーション仕様要求を満たす顧客密着型開発に注力しており

ます。

特に、製菓市場で堅調な需要が見込めるハード・ソフトキャンディ製品の分野において高乳成分の

ノン・キャラメル製品製造プロセスの改良と新製品開発に力を入れています。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について

重要な変更はありません。

　

(2) ドイツの連結子会社であるHOSOKAWA ALPINE AKTIENGESELSCHAFTは、生産性及び収益性の大幅な向上を

図るために平成19年３月に新工場の建設に着手し、平成20年４月に第１期工事が竣工し、引き続き第２期

工事が開始されております。　

　

会社名・事業所名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完工予定年月

総額 既支払額 着手 完了

HOSOKAWA ALPINE
AKTIENGESELLSCHAFT

ドイツ・
アウグス
ブルク市

粉体及びプラ

スチック薄膜

関連

工場建屋の更
新（第１期工
事）

1,700 1,404

自己資金
及び新株
予約権付
社債

平成19年
3月

平成20年
4月

HOSOKAWA ALPINE
AKTIENGESELLSCHAFT

ドイツ・
アウグス
ブルク市

粉体及びプラ

スチック薄膜

関連

工場建屋の更
新（第２期工
事）

1,100 ─

自己資金
及び新株
予約権付
社債

平成20年
4月

平成20年
　12月

　

　

受託事業(粉体の受託加工・受託生産)の強化をはかるため、これまで２ケ所(千葉県柏市及び茨城県つ

くば市)に分散していた国内関東地区の受託事業を統合し、当社つくば事業所内に新たに「つくば受託加

工センター」を建設することになりました。

会社名・事業所名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完工予定年月

総額 既支払額 着手 完了

ホソカワミクロン
(株)
つくば事業所

茨城県
つくば市

粉体
受託加工セン
ターの新設

500 ─ 自己資金
平成20年
7月

平成21年
1月

　

　

(3) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおり

であります。但し、設備支払手形の決済が144百万円残っております。

　

会社名・事業所名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
(百万円)

完了年月

総額 既支払額

当社・枚方事業所
大阪府
枚方市

全社 本社社屋の建替 2,100 1,522
平成19年
　11月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,347,000

計 99,347,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,076,34743,076,347

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 43,076,34743,076,347― ―

　

EDINET提出書類

ホソカワミクロン株式会社(E01676)

半期報告書

14/76



(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権付社債

　

第四回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成18年８月３日発行)

中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権付社債の残高(百万円) 3,999 3,999

新株予約権の数(個) 3,999 3,999

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,988,035 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,000,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年9月１日～
　平成23年9月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　　1,003
資本組入額　　　　　　502

発行価格　　　　　　1,003
資本組入額　　　　　　502

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には本社債

に係る本新株予約権を行使す

ることはできないものとし、

当社が本社債を買入れ当該本

社債に係る社債部分を償却し

た場合における当該本社債に

係る本新株予約権についても

同様とする。また、各本新株予

約権の一部について本新株予

約権を行使することはできな

いものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本社債の社債部分と本新株予

約権のうち一方のみを譲渡す

ることはできない。

同左

代用払込みに関する事項

新株予約権の行使に際して出

資される財産の内容

各本新株予約権の行使に際し

ては、当該各本新株予約権に

係る各本社債を出資するもの

とする。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注) 同左

(注)　当社が組織再編を行う場合,本社債の繰上償還を行う場合を除き、当社は承継会社等をして、承継会社等の新株予

約権を交付することができる。ただし、吸収分割または新設分割を行う場合は、以下の条件に沿って、その効力発

生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して当該本新株予約権に代えて再編対象会社の

承継新株予約権を交付し、再編対象会社が本社債についての社債に係る債務を承継する旨を、吸収分割契約また

は新設分割契約において定めた場合にかぎるものとする。

(1) 交付する再編対象会社の承継新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前において残存する本社債の社債権者が保有する本社債に係る新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 承継新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
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(3) 承継新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の効力発生日の直前において転換価額の調整があれば調整を行ったうえ、転換価額を決定す

る。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予約権の転換価額も転換価額の調整が発生すれ

ば調整を行ったうえ、転換価額を決定する。

(4) 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額またはその算定方法

交付される各承継新株予約権の行使に際しては、当該各新株予約権に係る各社債を出資するものとし、各承

継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各社債の金額と同額とする。

(5) 承継新株予約権の行使期間

組織再編行為の効力発生日から平成23年9月29日までの間

(6) 承継新株予約権の行使の条件

再編対象会社が社債につき期限の利益を喪失した場合には、社債に係る承継新株予約権を行使することはで

きないものとし、当社が社債を買入れ当該社債に係る社債部分を消却した場合における当該社債に係る承継

新株予約権についても同様とする。また、各承継新株予約権の一部について承継新株予約権を行使すること

はできないものとする。

(7) 承継新株予約権の取得条項

承継新株予約権の取得条項は定めない。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年10月１日～
平成20年３月31日

─ 43,076─ 14,496─ 5,206
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(5) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

細　川　益　男 大阪府豊中市 3,863 8.96

株式会社ユノインターナショナ
ル

大阪市中央区平野町３-５-12 2,952 6.85

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２－11－３ 1,512 3.51

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１-１-２ 1,410 3.27

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 1,390 3.23

細　川　悦　男 大阪府豊中市 1,008 2.34

細　川　泰　史 大阪府吹田市 902 2.09

株式会社京都銀行 東京都中央区晴海１-８-１２ 787 1.83

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウン
ツイーエルアールジー

V I C T O R I A  P L A Z A ,
 111 BUCKINGHAM PALACE 
ROAD LONDON SW1W OSB U.K.

759 1.76

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２－３－14 705 1.63

計 ― 15,290 35.49

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,512千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,390千株

２　平成17年1月14日(報告義務発生日は、平成16年12月31日)にジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット

・マネジメント・ジャパン株式会社から大量保有報告書(変更報告書)が関東財務局に提出されております

が、実質所有状況の確認ができないため上記大株主の状況に含めておりません。なお、当該変更報告書の内容

は、以下のとおりであります。

　　大量保有者　　　ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社

保有株券等の数 1,065千株

株券等保有割合 2.86％

３　平成18年1月13日(報告義務発生日は、平成17年12月31日)にGoldman Sachs(Japan)Ltd.他３名の共同保有者か

ら大量保有報告書(変更報告書)が関東財務局に提出されておりますが、実質所有状況の確認ができないため

上記大株主の状況に含めておりません。なお、当該変更報告書の内容は、以下のとおりであります。

　  大量保有者　　　Goliman Sachs (Japan) Ltd.、Goliman Sachs International、Goldman Sachs Asset Mana

gement,L.D.及びGoldman Sachs＆Co.

保有株券等の数 1,231千株

株券等保有割合 2.99％

　　(上記の一部共同保有者間において、一部株券の消費貸借契約が締結されております。)
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,147,000
―

株主としての権利内容に何ら制限の
ない当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,462,000
39,462 同上

単元未満株式
普通株式

467,347
― 同上

発行済株式総数 43,076,347― ―

総株主の議決権 ― 39,462 ―

(注)　単元未満株式数には当社所有の自己株式 841株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ホソカワミクロン
株式会社

大阪府枚方市招提田近
１丁目9番地

3,147,000 ― 3,147,000 7.31

計 ― 3,147,000 ― 3,147,000 7.31

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】
　

月別
平成19年
10月 11月 12月

平成20年
１月 ２月 ３月

最高(円) 1,123 1,117 937 835 773 719

最低(円) 999 894 830 613 604 588

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)及び第63期中間会計期間(平

成18年10月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会

計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)及び第64期中間会計期間(平成19年10月１日から平

成20年３月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並

びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 6,519 5,170 8,765

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 12,326 11,998 13,681

　３　有価証券 120 373 118

　４　たな卸資産 6,273 6,317 7,217

　５　繰延税金資産 779 771 773

　６　その他 1,098 1,914 1,327

　　　貸倒引当金 △171 △197 △220

　　　流動資産合計 26,94757.7 26,34855.3 31,66259.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 ※２ 13,088 14,175 15,042

　　(2) 機械装置及び運搬具 8,938 9,034 9,177

　　(3) 土地 ※２ 5,074 5,047 5,124

　　(4) 建設仮勘定 845 1,410 598

　　(5) その他 1,884 2,043 2,108

　　　　減価償却累計額 △15,250 △15,322 △15,945

　　　有形固定資産合計 14,58031.2 16,38734.4 16,10530.3

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 3,315 3,234 3,404

　　(2) その他 51 106 89

　　　無形固定資産合計 3,3667.2 3,3407.0 3,4946.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,424 1,059 1,354

　　(2) 繰延税金資産 100 100 100

　　(3) その他 488 415 581

　　　　貸倒引当金 △235 △46 △224

　　　投資その他の資産合計 1,7783.8 1,5293.2 1,8123.4

　　　固定資産合計 19,72542.2 21,25744.6 21,41140.3

Ⅲ　繰延資産

　１　新株発行費 13 3 6

　２　社債発行費 22 14 17

　　　繰延資産合計 35 0.1 18 0.1 23 0.1

　　　資産合計 46,709100.0 47,624100.0 53,098100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 5,478 4,983 7,756

　２　短期借入金 ※２ 51 2,280 ─

　３　未払費用 2,662 2,608 3,138

　４　未払法人税等 488 429 422

　５　繰延税金負債 221 235 252

　６　賞与引当金 404 343 462

　７　役員賞与引当金 39 26 57

　８　製品保証等引当金 923 822 941

　９　前受金 2,815 2,417 2,947

　10　設備関係支払手形 2 151 906

　11　その他 1,435 1,212 1,387

　　　流動負債合計 14,52231.1 15,51032.6 18,27134.4

Ⅱ　固定負債

　１　新株予約権付社債 4,000 3,999 3,999

　２　繰延税金負債 217 256 327

　３　退職給付引当金 4,084 4,021 4,122

　４　役員退職慰労引当金 273 139 261

　５　その他 32 15 20

　　　固定負債合計 8,60718.4 8,43117.7 8,73016.5

　　　負債合計 23,13049.5 23,94250.3 27,00250.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 14,495 14,496 14,496

　２　資本剰余金 5,206 5,206 5,206

　３　利益剰余金 5,406 8,478 7,735

　４　自己株式 △101 △2,402 △123

　　　株主資本合計 25,00653.5 25,77954.1 27,31551.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

93 △53 23

　２　繰延ヘッジ損益 ─ 35 ─

　３　為替換算調整勘定 △1,563 △2,085 △1,298

　　　評価・換算差額等合計 △1,469△3.1 △2,103△4.4 △1,274△2.4

Ⅲ　少数株主持分 42 0.1 7 0.0 54 0.1

　　　純資産合計 23,57950.5 23,68249.7 26,09549.1

　　　負債純資産合計 46,709100.0 47,624100.0 53,098100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 23,197100.0 24,322100.0 50,510100.0

Ⅱ　売上原価 14,85764.0 15,76064.8 32,25163.9

売上総利益 8,34036.0 8,56235.2 18,25936.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 6,78229.3 6,92028.5 13,82127.4

営業利益 1,5576.7 1,6426.7 4,4388.8

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 74 79 195

２　受取配当金 5 5 12

３　受取技術料 6 1 11

４　投資有価証券売却益 1 3 5

５　持分法による投資利益 4 18 14

６　その他 75 1670.7 81 1900.8 137 3770.7

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 31 10 64

２　新株発行費償却 6 3 13

３　社債発行費償却 4 2 9

４　為替差損 123 109 37

５　その他 91 2571.1 91 2170.9 147 2720.5

経常利益 1,4666.3 1,6146.6 4,5439.0

Ⅵ　特別利益

１　固定資産売却益 ※２ 39 4 47

２　貸倒引当金戻入益 ─ 33 ─

３　過年度固定資産処分
　　損修正益

43 82 0.4 ─ 38 0.2 49 96 0.2

Ⅶ　特別損失

１　固定資産処分損 ※３ 15 9 17

２　海外構造改革費用 ─ ─ 75

３　投資有価証券売却損 ─ 202 ─

４　投資有価証券評価損 ─ 35 ─

５　棚卸資産廃棄損 ※5 50 ─ 66

６　リース中途解約違約金 ─ ─ 18

７　その他 0 66 0.3 ─ 2471.0 0 1780.4

税金等調整前
中間(当期)純利益

1,4836.4 1,4055.8 4,4618.8

法人税、住民税
及び事業税

※４ 457 314 879

法人税等調整額 △80 3771.6 1 3151.3 △31 8481.7

少数株主利益 13 0.1 3 0.0 19 0.0

中間(当期)純利益 1,0924.7 1,0864.5 3,5947.1
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日残高(百万円) 14,495 5,206 4,549 △83 24,168

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当(注) ─ ─ △236 ─ △236

　中間純利益 ─ ─ 1,092 ─ 1,092

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △17 △17

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) ─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ ─ 856 △17 838

平成19年３月31日残高(百万円) 14,495 5,206 5,406 △101 25,006

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(百万円) 84 △8 △2,015 △1,939 330 22,559

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注) ─ ─ ─ ─ ─ △236

　中間純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 1,092

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △17

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) 9 8 452 469 △288 181

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 9 8 452 469 △288 1,019

平成19年３月31日残高(百万円) 93 ─ △1,563 △1,469 42 23,579

(注) 平成18年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日残高(百万円) 14,496 5,206 7,735 △123 27,315

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △343 ─ △343

　中間純利益 ─ ─ 1,086 ─ 1,086

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △2,279 △2,279

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) ─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ ─ 742 △2,279 △1,536

平成20年３月31日残高(百万円) 14,496 5,206 8,478 △2,402 25,779

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(百万円) 23 ─ △1,298 △1,274 54 26,095

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ △343

　中間純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 1,086

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △2,279

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) △77 35 △787 △829 △47 △876

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) △77 35 △787 △829 △47 △2,413

平成20年３月31日残高(百万円) △53 35 △2,085 △2,103 7 23,682
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前連結会計年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日残高(百万円) 14,495 5,206 4,549 △83 24,168

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 0 0 ─ ─ 1

　剰余金の配当 ─ ─ △408 ─ △408

　当期純利益 ─ ─ 3,594 ─ 3,594

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △39 △39

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

0 0 3,185 △39 3,147

平成19年９月30日残高(百万円) 14,496 5,206 7,735 △123 27,315

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(百万円) 84 △8 △2,015 △1,939 330 22,559

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ ─ ─ ─ 1

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ △408

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 3,594

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △39

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△60 8 717 665 △276 388

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△60 8 717 665 △276 3,535

平成19年９月30日残高(百万円) 23 ─ △1,298 △1,274 54 26,095
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

1,483 1,405 4,461

　２　減価償却費 419 558 1,032

　３　新株発行費償却額 6 3 13

　４　社債発行費償却額 4 2 9

　５　貸倒引当金の増加額
　　　(△は減少額)

216 △180 257

　６　賞与引当金の増加額
　　　(△は減少額)

△36 △119 22

　７　役員賞与引当金の増加額
　　　(△は減少額)

△14 △30 4

　８　製品保証等引当金の
　　　増加額(△は減少額)

37 △3 74

　９　退職給付引当金の
　　　増加額(△は減少額)

43 △117 112

　10　受取利息及び受取配当金 △79 △84 △207

　11　支払利息 31 10 64

　12　投資有価証券売却益 △1 △3 △5

　13　投資有価証券売却損 ─ 202 ─

　14　持分法による投資利益 △4 △18 △14

　15　固定資産処分損 15 9 15

　16　固定資産売却益 △39 △4 △47

　17　売上債権の減少額
　　　(△は増加額)

240 1,488 △1,064

　18　たな卸資産の減少額
　　　(△は増加額)

△945 589 △1,783

　19　仕入債務の増加額
　　　(△は減少額)

△221 △2,550 2,013

　20　前受金の増加額
　　　(△は減少額)

203 △375 408

　21　棚卸資産廃棄損 50 ─ 66

　22　過年度固定資産除却損
　　　修正益

△43 ─ △49

　23　その他 △494 △883 △35

　　　　小計 872 △101 5,348

　24　利息及び配当金の受取額 59 84 166

　25　利息の支払額 △10 △14 △27

　26　損害賠償訴訟和解金支払 ─ ─ △35

　27　法人税等の支払額 △350 △333 △848

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

570 △364 4,601
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前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　有価証券及び投資有価証券
　　　の取得による支出

△306 △178 △360

　２　有価証券及び投資有価証券
　　　の売却による収入

147 137 227

　３　有形固定資産の取得による
　　　支出

△800 △2,096 △2,299

　４　有形固定資産の売却による
　　　収入

134 10 165

　５　有形固定資産の処分による
　　　支出

─ △37 ─

　６　子会社株式の取得による
　　　支出

△356 △59 △356

　７　無形固定資産の取得による
　　　支出

─ △8 0

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△1,182 △2,233 △2,624

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増加額
　　　(△は純減少額)

△312 2,280 △365

　２　自己株式の取得による支出 △17 △2,279 △39

　３　配当金の支払額 △236 △343 △408

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△566 △342 △813

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

4 △397 △93

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　増加額(△は減少額)

△1,173 △3,339 1,069

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

7,814 8,883 7,814

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 6,640 5,544 8,883
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 子会社は、全て連結しておりま

す。

　　　連結子会社の数及び連結子会社

名

連結子会社の数　17社

主要な連結子会社の名称

㈱ホソカワ粉体技術研究所

HOSOKAWA MICRON

INTERNATIONAL INC.

HOSOKAWA FINANCE

INTERNATIONAL B.V.

HOSOKAWA ALPINE

AKTIENGESELLSCHAFT

HOSOKAWA MICRON B.V.

(注)HOSOKAWA MICRON INDIA 

PRIVATE LTD.は、2007年1月24

日に設立しました。

なお、HOSOKAWA MICRON

ESPANA S.A.は、2007年1月1日

付で売却しました。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 子会社は、全て連結しておりま

す。

　　　連結子会社の数及び連結子会社

名

連結子会社の数17社

主要な連結子会社の名称

㈱ホソカワ粉体技術研究所

HOSOKAWA MICRON

INTERNATIONAL INC.

HOSOKAWA FINANCE

INTERNATIONAL B.V.

HOSOKAWA ALPINE

AKTIENGESELLSCHAFT

HOSOKAWA MICRON B.V.

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数及び連結子会

社名

　　　連結子会社の数及び連結子会社

名

連結子会社の数　17社

主要な連結子会社の名称

㈱ホソカワ粉体技術研究所

HOSOKAWA MICRON

INTERNATIONAL INC.

HOSOKAWA FINANCE

INTERNATIONAL B.V.

HOSOKAWA ALPINE

AKTIENGESELLSCHAFT

HOSOKAWA MICRON B.V.

(注)HOSOKAWA MICRON INDIA 

PRIVATE LTD.は、2007年1月24

日に設立しました。

なお、HOSOKAWA MICRON 

ESPANIA S.A.は、2007年1月1

日付で売却しました。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

１社

(国内)　ホソカワミクロンワ

グナー㈱

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

１社

同左

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

１社

同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、細川密克

朗(上海)粉体机械有限公司の決

算日は12月31日であります。

　中間連結財務諸表の作成に当

たっては中間連結決算日現在実

施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。なお、その

他の連結子会社の中間事業年度

の末日は、中間連結決算日と一

致しております。

　

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３　連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社のうち、細川密克

朗(上海)粉体机械有限公司の決

算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっ

ては連結決算日現在実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用し

ております。なお、その他の連結

子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法に

よっております。(評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

当連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法によっ

ております。(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

＜時価のないもの＞

移動平均法による原価法に

よっております。

＜時価のないもの＞

同左

＜時価のないもの＞

同左

(ロ)たな卸資産

＜原材料＞

主として移動平均法による

原価法によっております。

(ロ)たな卸資産

＜原材料＞

同左

(ロ)たな卸資産

＜原材料＞

同左

＜製品・仕掛品＞

主として個別法による原価

法によっております。

＜製品・仕掛品＞

同左

＜製品・仕掛品＞

同左

＜貯蔵品＞

主として最終仕入原価法に

よっております。

ただし、海外子会社は低価

法によっております。

＜貯蔵品＞

同左

＜貯蔵品＞

同左

(ハ)デリバティブ取引

時価法を採用しておりま

す。

(ハ)デリバティブ取引

同左

(ハ)デリバティブ取引

同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産

　当社及び国内子会社

　定率法によっております。

　(ただし、当社の奈良工場、つ

くば粉体技術開発センター、

東京支店は定額法によってお

ります。)

　ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備は除く)については定額法

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産

　当社及び国内子会社

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産

　当社及び国内子会社

同左

海外子会社

見積耐用年数による定額法

ただし、資産に計上してい

るリース物件については、

リース期間と見積耐用年数と

の短い方を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっております。

主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物及び構築物

２年～47年

機械装置及び運搬具

２年～17年

海外子会社

同左

海外子会社

同左

(ロ)無形固定資産

定額法によっております。

海外子会社において連結子

会社取得時に生じたのれんに

ついては、「のれん及びその

他の無形資産」にかかる会計

基準(米国財務会計基準審議

会基準書第142号)に準拠して

処理しております。

なお、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左

(3) 繰延資産の処理方法

(イ)新株発行費

繰延資産に計上し、３年間

で均等償却しております。

(3) 繰延資産の処理方法

(イ)新株発行費

同左

(3) 繰延資産の処理方法

(イ)新株発行費

同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(ロ)社債発行費

繰延資産に計上し、3年間で

均等償却しております。

　但し、平成18年度以降発生分

については、償還期間にわた

り均等償却しております。

(ロ)社債発行費

繰延資産に計上し、 償還期

間にわたり均等償却しており

ます。

(ロ)社債発行費

繰延資産に計上し、3年間で

均等償却しております。 

　但し、平成18年度以降発生分

については、償還期間にわた

り均等償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

当社及び国内子会社は債権

の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

又、海外子会社については、

個別に検討して得た損失見込

額を計上しております

(4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

同左

(4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

当社及び国内子会社は、従

業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しておりま

す。

(ロ)賞与引当金

同左

(ロ)賞与引当金

同左

(ハ)役員賞与引当金

当社は役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上して

おります。

(ハ)役員賞与引当金

同左

(ハ)役員賞与引当金

同左

(ニ)製品保証等引当金

当社の製品保証等引当金

は、製品の引渡後におけるク

レームにつき、会社負担によ

り補修すべき費用に充てるた

め中間連結会計期間末に発生

が予想されている顧客毎の見

積補修額と売上高に対するク

レーム発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額との多い

方を計上しております。

海外子会社については、契

約上の保証期間内の無償修理

費の支出に充てるため、見積

補修額を計上しております。

(ニ)製品保証等引当金

同左

(ニ)製品保証等引当金

当社の製品保証等引当金

は、製品の引渡後におけるク

レームにつき、会社負担によ

り補修すべき費用に充てるた

め期末に発生が予想されてい

る顧客毎の見積補修額と売上

高に対するクレーム発生額の

過去の実績率を乗じて計算し

た額との多い方を計上してお

ります。

海外子会社については、契

約上の保証期間内の無償修理

費の支出に充てるため、見積

補修額を計上しております。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(ホ)退職給付引当金

当社及び国内子会社は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中間連結

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。

欧州の連結子会社の一部に

おいても確定給付型の制度を

有しており、その一部を外部

積立年金制度へ移行しており

ます。非外部積立年金制度部

分は、米国の会計慣行に従っ

て年金数理にもとづく予測年

金債務を計上しております。

なお、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により発生の翌年度

から費用処理することとして

おります。

(ホ)退職給付引当金

同左

(ホ)退職給付引当金

当社及び国内子会社は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当連結会計

年度末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

欧州の連結子会社の一部に

おいても確定給付型の制度を

有しており、その一部を外部

積立年金制度へ移行しており

ます。非外部積立年金制度部

分は、米国の会計慣行に従っ

て年金数理にもとづく予測年

金債務を計上しております。

予測年金債務計上初年度にお

ける累積給付額の現在価値相

当額との差額は計上初年度よ

り15年間で均等償却しており

ます。

なお、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により発生の翌年度

から費用処理することとして

おります。

(ヘ)役員退職慰労引当金

当社及び主要な連結子会社

の役員退職慰労引当金につい

ては、内規にもとづく中間連

結会計期間末要支給額を計上

しております。

(ヘ)役員退職慰労引当金

同左

(ヘ)役員退職慰労引当金

当社の役員退職慰労引当金

については、内規にもとづく

期末要支給額を計上しており

ます。

アメリカ合衆国に存在する

HOSOKAWA MICRON INTERNATIO

NAL INC.は、役員退職慰労金

に関する内規に基づいて、貸

借対照表日以前の役務にかか

る予測給付債務から未認識勤

務費用を控除した金額を役員

退職慰労引当金として計上し

ております。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び

負債は中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定並びに少数株主持分に含め

ております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

なお、在外子会社の資産及び

負債は連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定

並びに少数株主持分に含めてお

ります。

(6) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、次の処理方法によっ

ております。

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

当社及び国内子会社

通常の賃貸借取引に準じた

方法

当社及び国内子会社

同左

当社及び国内子会社

同左

海外子会社

通常の売買取引に準じた方

法

海外子会社

同左

海外子会社

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。また、為替予約につ

いては、振当処理の要件を満

たす場合は振当処理を行って

おります。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約をヘッジ手段と

し、相場変動等による損失の

可能性があり、相場変動等が

評価に反映されていないもの

及びキャッシュ・フローが固

定されその変動が回避される

ものをヘッジ対象としており

ます。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ハ)ヘッジ方針

当社の内部規程であるリス

ク管理方針に基づき、為替変

動リスクをヘッジしておりま

す。

(ハ)ヘッジ方針

同左

(ハ)ヘッジ方針

同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、当該

取引とヘッジ対象となる資産

・負債又は予定取引に関する

重要な条件が同一であり、

ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を相殺する

ものであることが事前に想定

される取引については、有効

性の判定を省略しておりま

す。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

(8) 長期工事収益の計上基準

当社は工事完成基準によって

おり、海外子会社は１契約200千

ドル超は工事進行基準、それ以

下は工事完成基準によっており

ます。

(8) 長期工事収益の計上基準

同左

(8) 長期工事収益の計上基準

同左

(9) 消費税等の会計処理

当社及び国内子会社は税抜方

式によっております。

なお、仮受消費税等は仮払消

費税等と相殺し、その差額は流

動負債の「その他」に含めて表

示しております。

(9) 消費税等の会計処理

同左

(9) 消費税等の会計処理

当社及び国内子会社は税抜方

式によっております。

─ ５　連結納税制度の適用

当中間連結会計期間から連結納

税制度を適用しております。

─

─ ６　のれんおよび負ののれんの償却

方法に関する事項

のれんおよび負ののれんの償却

については、発生の都度、子会社の

実態に基づいて償却期間を見積

り、20年以内の年数で均等償却し

ております。なお、のれんおよび負

ののれんの金額に重要性が乏しい

場合には、発生年度に全額償却し

ております。

─

７　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。

７　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ケ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

─ ─

(企業結合に係る会計基準等)

　当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年12月27日企業会

計基準第７号)並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会　最終改正平成18年12月22日　企業

会計基準適用指針第10号)を適用し

ております。

　

　

追加情報

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

─

(有形固定資産の減価償却の方法)

　当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌中

間連結会計期間より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

─
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年３月31日)

前連結会計年度末
(平成19年９月30日)

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し、債務

保証を行っております。

ホソカワミクロン
ワグナー㈱

─百万円

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し、債務

保証を行っております。

ホソカワミクロン
ワグナー㈱

─百万円

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対し債務保

証を行っております。

ホソカワミクロン
ワグナー㈱

─百万円

※２　担保に供している資産

建物及び
構築物

2,519百万円

土地 3,993

計 6,513百万円

上記に対応する借入債務

一年以内
返済予定
長期借入金

─百万円

長期借入金 ─

計 ─百万円

※２　          ─ ※２　　　　　　─

　

３　受取手形割引高 47百万円

　

３　           ─

　

３　　　　　　─

※４　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期

間末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が中間連結会計期

間末残高に含まれております。 

　　受取手形　　　96百万円

※４　　　　　　─ ※４　期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理に

ついては手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当連

結会計年度末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれてお

ります。

　　受取手形　　163百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、

主要な費目及び金額は、以下の

とおりであります。

主要な費目

給料手当 2,349百万円

法定福利費 729

賞与引当金
繰入額

269

販売手数料 538

荷造・運搬費 336

旅費交通費 327

広告宣伝費 143

研究開発費 436

賃借料 167

減価償却費 245

貸倒引当金
繰入額

230

製品保証等
引当金繰入額

69

※１　販売費及び一般管理費のうち、

主要な費目及び金額は、以下の

とおりであります。

主要な費目

給料手当 2,510百万円

法定福利費 713

賞与引当金
繰入額

222

販売手数料 586

荷造・運搬費 324

旅費交通費 331

広告宣伝費 201

研究開発費 456

賃借料 172

減価償却費 288

製品保証等
引当金繰入額

56

※１　販売費及び一般管理費のうち、

主要な費目及び金額は、以下の

とおりであります。

主要な費目

給料手当 5,179百万円

法定福利費 1,487

販売手数料 981

荷造・運搬費 685

旅費交通費 658

広告宣伝費 241

研究開発費 1,045

賃借料 335

減価償却費 515

製品保証等
引当金繰入額

145

賞与引当金
繰入額

303

※２固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 
運搬具

3

土地 32

その他 2

計 39百万円

※２固定資産売却益の内訳

機械装置及び 
運搬具

4百万円

※２固定資産売却益の内訳

土地 32百万円

機械装置及び
運搬具

11

その他 3

計 47百万円

※３固定資産処分損の内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び
運搬具

12

その他 2

計 15百万円

※３固定資産処分損の内訳

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び
運搬具

0

その他 5

計 9百万円

※３固定資産処分損の内訳

建物及び構築物 10百万円

その他 6

計 17百万円

※４　主要な海外連結子会社につい

ては、税効果会計の適用に当た

り簡便法を採用しており、「法

人税等調整額」は「法人税・住

民税及び事業税」に含めて表示

しております。

※４　　　　　　同左 ※４　　　　　　─

※５　棚卸資産廃棄損は、客先倒産等

に伴う既製作品等の廃棄損であ

ります。

※５             ─ ※５　棚卸資産廃棄損は、客先倒産等

に伴う既製作品等の廃棄損であ

ります。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 43,075 ─ ─ 43,075

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 98 19 ─ 117

　
(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 19千株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年12月21日
定時株主総会

普通株式 236 5.5平成18年９月30日 平成18年12月22日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年5月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 171 4.0平成19年3月31日 平成19年6月25日
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当中間連結会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 43,076 ─ ─ 43,076

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 137 3,010 ─ 3,147

　
(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 10千株

取締役会決議による自己株式の取得 3,000千株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年12月20日
定時株主総会

普通株式 343 8.0平成19年９月30日 平成19年12月21日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年5月16日
取締役会

普通株式 利益剰余金 239 6.0平成20年３月31日 平成20年６月23日
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前連結会計年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 43,075 0 ─ 43,076

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　第四回無担保転換社債型新株予約権付社債の行使による増加　　　　0千株

 　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 98 39 ─ 137

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　39千株

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月21日
定時株主総会

普通株式 236 5.5平成18年9月30日 平成18年12月22日

平成19年5月22日
取締役会

普通株式 171 4.0平成19年3月31日 平成19年6月25日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年12月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 343 8.0平成19年9月30日 平成19年12月21日

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　現金及び現金同等物中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

「現金及び預金」 6,519百万円

「有価証券」に含
まれる現金同等物

120

現金及び
現金同等物

6,640百万円

　

※１　現金及び現金同等物中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

「現金及び預金」 5,170百万円

「有価証券」に含
まれる現金同等物

373

現金及び
現金同等物

5,544百万円

　

※１　現金及び現金同等物期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

「現金及び預金」 8,765百万円

有価証券に含まれ
る現金同等物

118

現金及び現金同等
物の期末残高

8,883百万円
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額
機械装置
及び
運搬具
(百万円)

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 448 377 826

減価償却
累計額
相当額

251 167 418

中間期末
残高相当額 196 210 407

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額
機械装置
及び
運搬具
(百万円)

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 432 373 805

減価償却
累計額
相当額

311 181 493

中間期末
残高相当額 120 191 312

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額
機械装置
及び
運搬具
(百万円)

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 438 362 801

減価償却
累計額
相当額

280 176 457

期末残高
相当額 158 185 343

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 146百万円

１年超 260

合計 407百万円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 131百万円

１年超 181

合計 312百万円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 144百万円

１年超 199

合計 343百万円

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 76百万円

減価償却費相当額 76百万円

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 74百万円

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 147百万円

減価償却費相当額 147百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年３月31日現在)

１　時価のある有価証券

その他有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

株式 1,147 1,327 180

　

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

ＭＭＦ 120

非上場株式 29

　

当中間連結会計期間末(平成20年３月31日現在)

１　時価のある有価証券

その他有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

株式 840 861 21

債券 100 81 △18

合計 940 942 2

　

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

譲渡性預金 300

ＭＭＦ 73

非上場株式 20

関連会社株式 96

合計 490

　

(注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を

　行い、投資有価証券評価損35百万円を計上しております。
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前連結会計年度末(平成19年９月30日現在)

１　時価のある有価証券

その他有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

株式 1,137 1,246 109

合計 1,137 1,246 109

　

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

ＭＭＦ 118

非上場株式 28

関連会社株式 78

合計 226
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

①　取引の内容

　　当社グループは、為替予約取引を

利用しております。

①　取引の内容

同左　　

①　取引の内容

同左　　

　イ　ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約をヘッジ手段とし、

相場変動等による損失の可能性

があり、相場変動等が評価に反

映されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変

動が回避されるものをヘッジ対

象としております。

　イ　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　イ　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　ロ　ヘッジ方針

当社の内部規程であるリスク

管理方針に基づき為替変動リス

クをヘッジしております。

　ロ　ヘッジ方針

同左

　ロ　ヘッジ方針

同左

　ハ　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約については、当該取

引とヘッジ対象となる資産・負

債又は予定取引に関する重要な

条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フロー変動

を相殺するものであることが事

前に想定される取引について

は、有効性の判定を省略し、それ

以外の取引については、ヘッジ

対象とヘッジ手段の変動額累計

とを比較し、その変動額の比率

によって有効性の評価を行うも

のとしております。

　ハ　ヘッジの有効性評価の方法

同左

　ハ　ヘッジの有効性評価の方法

同左

②　取引に対する取組方針

当社グループは、基本的に外貨

建の取引、輸出及び輸入に関して

実際の需要を踏まえ、必要の範囲

内で、通貨関連のデリバティブ取

引による外貨を手当てする方針で

あります。

②　取引に対する取組方針

同左

②　取引に対する取組方針

同左
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

③　取引の利用目的及びリスク内容

当社グループは通常の取引の範

囲内で、外貨建債権債務に係る将

来の為替レートの変動リスクを回

避する目的で、通貨関連のデリバ

ティブ取引を行っております。な

お、当社が利用しているデリバ

ティブ取引には、投機目的のもの

はありません。

③　取引の利用目的及びリスク内容

当社グループは通常の取引の範

囲内で、外貨建債権債務に係る将

来の為替レートの変動リスクを回

避する目的で、通貨関連のデリバ

ティブ取引を行っており信用度の

高い銀行であるため、相手先の契

約不履行によるいわゆる信用リス

クは、ほとんどないと判断してい

ます。なお、当社が利用しているデ

リバティブ取引には、投機目的の

ものはありません。

③　取引の利用目的及びリスク内容

当社グループは通常の取引の範

囲内で、外貨建債権債務に係る将

来の為替レートの変動リスクを回

避する目的で、通貨関連のデリバ

ティブ取引を行っており信用度の

高い銀行であるため、相手先の契

約不履行によるいわゆる信用リス

クは、ほとんどないと判断してい

ます。なお、当社が利用しているデ

リバティブ取引には、投機目的の

ものはありません。

④　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引は取締役会で定

められた社内管理規程に基づいて

おります。

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引は取締役会で

定められた社内管理規程に従い、

経理部で取引の実行及び管理を

行っております。なお、社債の発

行、多額の借入金等は、取締役会の

専決事項でありますので、それに

伴う先物為替予約の締結、金利ス

ワップ契約の締結等は、同時に取

締役会で決定されることとなりま

す。

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引は取締役会で

定められた社内管理規程に従い、

経理部で取引の実行及び管理を

行っております。なお、社債の発

行、多額の借入金等は、取締役会の

専決事項でありますので、それに

伴う先物為替予約の締結、金利ス

ワップ契約の締結等は、同時に取

締役会で決定されることとなりま

す。

　

２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

　

区分 種類

前中間連結会計期間
(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成20年３月31日)

前連結会計年度
(平成19年９月30日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引

　売建

　　円 188 ─ 186 1 ─ ─ ─ ─ 85 ─ 81 4

　　米ドル ─ ─ ─ ─ 213 ─ 197 15 ─ ─ ─ ─

　買建

　　ユーロ 499 ─ 509 9 544 ─ 582 37 35 ─ 37 2

合計 688 ─ 696 11 758 ─ 779 53 121 ― 118 6

(注) １　中間連結会計期間末(連結会計年度末)の時価の算定については、先物為替相場を使用しております。

２　ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いております。

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(平成18年10月１日～平成19年３月31日)

　
粉体
関連事業
(百万円)

プラスチック
薄膜関連事業
(百万円)

環境
関連事業
(百万円)

製菓
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

16,403 3,284 1,606 1,90223,197 ─ 23,197

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8 ─ 386 ─ 395 (395) ─

計 16,412 3,284 1,993 1,90223,592(395)23,197

　　営業費用 15,026 3,086 1,663 1,75721,534 106 21,640

　　　営業利益 1,385 197 329 145 2,058 (501)1,557

(注) １　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は545百万円であり、その主なものは、親

会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

３　事業区分及び各事業の主要な製品

(1) 粉体関連事業………………………粉砕・分級装置、混合・乾燥装置、機能性複合材料

(2) プラスチック薄膜関連事業………プラスチック薄膜製造装置

(3) 環境関連事業………………………集じん装置、精密空調設備

(4) 製菓関連事業………………………製菓機械

　

当中間連結会計期間(平成19年10月１日～平成20年３月31日)

　
粉体
関連事業
(百万円)

プラスチック
薄膜関連事業
(百万円)

環境
関連事業
(百万円)

製菓
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

17,220 3,439 1,395 2,26624,322 ─ 24,322

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ 263 ─ 263 (263) ─

計 17,220 3,439 1,658 2,26624,585(263)24,322

　　営業費用 15,369 3,350 1,440 2,18422,345 335 22,680

　　　営業利益 1,850 89 218 82 2,240 (598)1,642

(注) １　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は627百万円であり、その主なものは、親

会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

３　事業区分及び各事業の主要な製品

(1) 粉体関連事業………………………粉砕・分級装置、混合・乾燥装置、機能性複合材料

(2) プラスチック薄膜関連事業………プラスチック薄膜製造装置

(3) 環境関連事業………………………集じん装置、精密空調設備

(4) 製菓関連事業………………………製菓機械
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前連結会計年度(平成18年10月１日～平成19年９月30日)

　
粉体
関連事業
(百万円)

プラスチック
薄膜関連事業
(百万円)

環境
関連事業
(百万円)

製菓
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

35,735 7,713 3,093 3,96850,510 ─ 50,510

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9 ─ 931 ─ 941 (941) ─

計 35,744 7,713 4,025 3,96851,452(941)50,510

　　営業費用 31,826 7,237 3,288 3,65546,008 64 46,072

　　　営業利益 3,917 476 736 313 5,443(1,005)4,438

(注) １　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,068百万円であり、その主なものは、

親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

３　事業区分及び各事業の主要な製品

　(1) 粉体関連事業……………………粉砕・分級装置、混合・乾燥装置、機能性複合材料

　(2) プラスチック薄膜関連事業……プラスチック薄膜製造装置

　(3) 環境関連事業……………………集じん装置、精密空調設備

　(4) 製菓関連事業……………………製菓機械
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(平成18年10月１日～平成19年３月31日)

　

日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

7,778 2,25512,867 296 23,197 ─ 23,197

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

102 37 1,175 95 1,410(1,410) ─

計 7,881 2,29314,042 391 24,608(1,410)23,197

　　営業費用 6,753 2,38713,042 302 22,486 (846)21,640

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

1,127 △94 999 88 2,121 (564)1,557

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ

(3) アジア・その他……中国、韓国、マレーシア

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は545百万円であり、その主なものは、親

会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

　

当中間連結会計期間(平成19年10月１日～平成20年３月31日)

　

日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

7,289 1,56215,409 61 24,322 ─ 24,322

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

61 15 726 97 901 (901) ─

計 7,351 1,57716,135 159 25,223 (901)24,322

　　営業費用 6,174 1,67815,080 160 23,094 (413)22,680

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

1,177 △101 1,054 △1 2,129 (487)1,642

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ

(3) アジア・その他……中国、韓国、マレーシア

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は627百万円であり、その主なものは、親

会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度(平成18年10月１日～平成19年９月30日)

　

日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益

　売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

17,7715,01427,393 330 50,510 ─ 50,510

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

185 69 2,434 196 2,886(2,886) ─

計 17,9565,08429,827 527 53,397(2,886)50,510

　営業費用 14,7965,09027,581 427 47,896(1,823)46,072

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

3,160 △6 2,245 100 5,500(1,062)4,438

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) アメリカ………アメリカ合衆国

　(2) 欧州……………ドイツ、オランダ

　(3) アジア・その他…韓国、中国、マレーシア

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,068百万円であり、その主なものは、

親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
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【海外売上高】

前中間連結会計期間(平成18年10月１日～平成19年３月31日)

　

アメリカ 欧州
アジア・
その他

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,100 9,560 3,909 16,570

Ⅱ　連結売上高(百万円) 23,197

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.4 41.2 16.8 71.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ

(3) アジア・その他……中国、韓国、マレーシア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当中間連結会計期間(平成19年10月１日～平成20年３月31日)

　

アメリカ 欧州
アジア・
その他

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,059 10,301 3,958 17,320

Ⅱ　連結売上高(百万円) 24,322

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.6 42.4 16.3 71.2

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ

(3) アジア・その他……中国、韓国、マレーシア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前連結会計年度(平成18年10月１日～平成19年９月30日)

　

アメリカ 欧州
アジア・
その他

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,947 19,604 7,757 34,309

Ⅱ　連結売上高(百万円) 50,510

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.8 38.8 15.4 67.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ………アメリカ合衆国

(2) 欧州……………ドイツ、オランダ

(3) アジア・その他…中国、韓国、マレーシア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 547円90銭１株当たり純資産額 592円94銭１株当たり純資産額 606円48銭

１株当たり
中間純利益金額

25円43銭
１株当たり
中間純利益金額

25円64銭
１株当たり
当期純利益金額

83円67銭

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

23円27銭
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

23円43銭
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

76円56銭

(注)　１　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
前中間連結会計期間
(平成19年３月31日現在)

当中間連結会計期間
(平成20年３月31日現在)

前連結会計年度
(平成19年９月30日現在)

中間連結貸借対照表上の純資産の部の合計額
(百万円)

23,579 23,682 26,095

普通株式に係る純資産額(百万円) 23,536 23,675 26,041

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 42 7 54

普通株式の発行済株式数(千株) 43,075 43,076 43,076

普通株式の自己株式数(千株) 117 3,147 137

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(千株)

42,957 39,928 42,938

　

２　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

　中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益
　(百万円)

1,092 1,086 3,594

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ ─

　普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 1,092 1,086 3,594

　普通株式の期中平均株式数(千株) 42,967 42,360 42,957

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

　中間(当期)純利益調整額(百万円) ─ ─ ─

　普通株式増加数(千株） 3,988 3,987 3,987

　(うち無担保転換社債型新株予約権付社債) (3,988) (3,987) (3,987)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

─ ─ ─

　

(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,997 1,654 3,092

　２　受取手形 ※５ 1,099 826 1,472

　３　売掛金 4,373 4,467 5,207

　４　たな卸資産 1,153 1,269 1,754

　５　繰延税金資産 730 746 730

　６　短期貸付金 6,870 400 303

　７　その他 833 288 397

　　　貸倒引当金 △74 △57 △83

　　　流動資産合計 17,98255.4 9,59429.4 12,87435.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 ※２ 2,688 4,087 4,175

　　(2) 土地 ※２ 3,993 3,993 3,993

　　(3) その他 1,253 730 723

　　　有形固定資産合計 7,935 8,811 8,891

　２　無形固定資産 18 26 18

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,289 933 1,238

　　(2) 関係会社株式 4,942 12,983 12,923

　　(3) 関係会社出資金 30 30 30

　　(4) その他 447 261 430

　　　　貸倒引当金 △235 △46 △223

　　　投資その他の資産合計 6,474 14,162 14,399

　　　固定資産合計 14,42844.5 23,00070.5 23,30964.4

Ⅲ　繰延資産 35 0.1 18 0.1 23 0.1

　　　資産合計 32,446100.0 32,613100.0 36,208100.0
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 1,221 1,061 1,613

　２　買掛金 1,393 1,118 2,708

　３　短期借入金 ※２ ─ 2,280 ─

　４　未払法人税等 40 40 53

　５　賞与引当金 363 317 431

　６　役員賞与引当金 36 24 54

　７　製品保証等引当金 67 64 72

　８　設備関係支払手形 2 151 906

　９　その他 1,556 704 1,181

　　　流動負債合計 4,68014.4 5,76317.7 7,02019.4

Ⅱ　固定負債

　１　新株予約権付社債 4,000 3,999 3,999

　２　繰延税金負債 86 54 83

　３　退職給付引当金 1,723 1,774 1,770

　４　役員退職慰労引当金 72 108 92

　５　預り保証金 7 7 7

　　　固定負債合計 5,89018.2 5,94418.2 5,95116.4

　　　負債合計 10,57132.6 11,70835.9 12,97235.8
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 14,49544.7 14,49644.4 14,49640.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 5,206 5,206 5,206

　　　資本剰余金合計 5,20616.0 5,20616.0 5,20614.4

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 2,178 3,636 3,617

　　　利益剰余金合計 2,1786.7 3,63611.2 3,61710.0

　４　自己株式 △101△0.3 △2,402△7.4 △123△0.3

　　　株主資本合計 21,77867.1 20,93764.2 23,19764.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

96 △33 38

　　　評価・換算差額等合計 96 0.3 △33△0.1 38 0.1

　　　純資産合計 21,87567.4 20,90464.1 23,23564.2

　　　負債純資産合計 32,446100.0 32,613100.0 36,208100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

百分比
(％)

金額
(百万円)

百分比
(％)

金額
(百万円)

百分比
 (％)

Ⅰ　売上高 7,093100.0 7,057100.0 16,555100.0

Ⅱ　売上原価 4,29760.6 4,22659.9 9,86959.6

　　　売上総利益 2,79639.4 2,83140.1 6,68540.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 2,38433.6 2,24731.8 4,82629.2

　　　営業利益 411 5.8 583 8.3 1,85911.2

Ⅳ　営業外収益 ※１ 230 3.2 101 1.4 414 2.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 149 2.1 104 1.5 110 0.6

　　　経常利益 492 6.9 580 8.2 2,16213.1

Ⅵ　特別利益 ※３ 62 0.9 33 0.5 68 0.4

Ⅶ　特別損失 ※４ 53 0.7 246 3.5 91 0.6

　　　税引前中間(当期)純利益 500 7.1 367 5.2 2,13912.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

12 20 40

　　　法人税等調整額 △90 △77△1.1 △16 4 0.1 △90 △49 0.3

　　　中間(当期)純利益 578 8.2 362 5.1 2,18913.2
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(百万円) 14,495 5,206 5,206 1,836

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注) ─ ─ ─ △236

　中間純利益 ─ ─ ─ 578

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額(純額) ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ ─ ─ 342

平成19年３月31日残高(百万円) 14,495 5,206 5,206 2,178

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(百万円) △83 21,454 83 0 83 21,538

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注) ─ △236 ─ ─ ─ △236

　中間純利益 ─ 578 ─ ─ ─ 578

　自己株式の取得 △17 △17 ─ ─ ─ △17

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額(純額) ─ ─ 13 △0 12 12

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) △17 324 13 △0 12 336

平成19年３月31日残高(百万円) △101 21,778 96 ─ 96 21,875

(注)　平成18年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年９月30日残高(百万円) 14,496 5,206 5,206 3,617

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ △343

　中間純利益 ─ ─ ─ 362

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額(純額) ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ ─ ─ 19

平成20年３月31日残高(百万円) 14,496 5,206 5,206 3,636

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(百万円) △123 23,197 38 38 23,235

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ─ △343 ─ ─ △343

　中間純利益 ─ 362 ─ ─ 362

　自己株式の取得 △2,279 △2,279 ─ ─ △2,279

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額(純額) ─ ─ △71 △71 △71

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) △2,279 △2,259 △71 △71 △2,330

平成20年３月31日残高(百万円) △2,402 20,937 △33 △33 20,904
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前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(百万円) 14,495 5,206 ─ 5,206 1,836

事業年度中の変動額

　新株の発行 0 0 ─ 0 ─

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ △408

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ 2,189

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) 0 0 ─ 0 1,781

平成19年９月30日残高(百万円) 14,496 5,206 ─ 5,206 3,617

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(百万円)  △83 21,454 83 0 83 21,538

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ 1 ─ ─ ─ 1

　剰余金の配当 ─ △408 ─ ─ ─ △408

　当期純利益 ─ 2,189 ─ ─ ─ 2,189

　自己株式の取得 △39 △39 ─ ─ ─ △39

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ △45 △0 △45 △45

事業年度中の変動額合計(百万円) △39 1,742 △45 △0 △45 1,696

平成19年９月30日残高(百万円) △123 23,197 38 ─ 38 23,235
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

事項
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっ

ております。

子会社株式及び関連会社株式

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法によっており

ます。(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

同左

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

＜時価のないもの＞

移動平均法による原価法に

よっております。

＜時価のないもの＞

同左

＜時価のないもの＞

同左

(2) たな卸資産 原材料　　　　移動平均法による原価

法

製品、仕掛品　個別法による原価法

貯蔵品　　　　最終仕入原価法

同左 同左

(3) デリバティブ 時価法によっております。 同左 同左

２　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産 枚方事業所(本社含)、枚方工場

は定率法によっております。

奈良工場、つくば粉体技術開発

センター、東京支店は定額法に

よっております

同左 同左

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法によってお

ります。

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ２年～47年

機械装置 ２年～17年

無形固定資産及び長期前

払費用

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

同左 同左

３　繰延資産の処理方法

新株発行費 繰延資産に計上し、３年間で均

等償却しております。

同左 同左

社債発行費 繰延資産に計上し、3年間で均等

償却しております。

　但し、平成18年度以降発生分につ

いては、償還期間にわたり均等償

却をしております。

繰延資産に計上し、償却期間に

わたり均等償却しております。 

 

繰延資産に計上し、3年間で均等

償却しております。 

　但し、平成18年度以降発生分につ

いては、償還期間にわたり均等償

却をしております。
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事項
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備え

るため一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及

び破産更生債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 製品保証等引当金

製品の引渡後におけるクレー

ムにつき、当社の負担により補

修すべき費用に充てるため期末

に発生が予想されている顧客毎

の見積補修額と売上高に対する

クレーム発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額との多い方

を計上しております。

(4) 製品保証等引当金

同左

(4) 製品保証等引当金

同左

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異については

発生の翌事業年度から15年によ

る按分額を費用処理することと

しております。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異については

発生の翌事業年度から15年によ

る按分額を費用処理することと

しております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職時に支給する退職

金に充てるため、内規にもとづ

く当中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職時に支給する退職

金に充てるため、内規にもとづ

く期末要支給額を計上しており

ます。

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

同左 外貨建金銭債権債務は決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同左 同左
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事項
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。為替予約については、振

当処理の要件を満たす場合は振

当処理を行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約をヘッジ手段とし、

相場変動等による損失の可能性

があり、相場変動等が評価に反

映されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変

動が回避されるものをヘッジ対

象としております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

当社の内部規程であるリスク

管理方針に基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、当該取

引とヘッジ対象となる資産・負

債又は予定取引に関する重要な

条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フロー変動

を相殺するものであることが事

前に想定される取引について

は、有効性の判定を省略してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項

　消費税等の会計処理 　税抜方式によっております。

　なお、仮受消費税等は仮払消費税

等と相殺し、その差額は流動負債

の「その他」に含めて表示してお

ります。

同左 　税抜方式によっております。

　連結納税制度の適用
─

　当中間連結会計期間から連結納

税制度を適用しております。 ─
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　

　

　

　

　

―――

　

　

　

　

　

―――

(企業結合に係る会計基準等)

当事業年度から「企業結合に係る会

計基準」(企業会計審議会　平成15年

10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　

平成17年12月27日　企業会計基準第

７号)並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用

指針」　(企業会計基準委員会　最終

改正平成18年12日22日　企業会計基

準適用指針第10号)を適用しており

ます。
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追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

―――

(有形固定資産の減価償却の方法)

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度の

翌中間会計期間より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

―――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間会計期間末
(平成20年３月31日)

前事業年度末
(平成19年９月30日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

5,432百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

5,523百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

5,819百万円

※２　担保資産

　　(1) 担保提供資産

　土地 3,993

　建物 2,519

　計 6,513百万円

※２　          ─ ※２　　　   　 ─

　　(2) 担保提供資産に対応する債務

　１年以内
　返済予定
　長期借入金

─百万円

　長期借入金 ─

　計 ─百万円

　３　保証債務

　関係会社の銀行借入れに対し次の

とおり債務保証を行っております。

ホソカワミクロン
ワグナー㈱

─百万円

　３　保証債務

　関係会社の銀行借入れに対し次の

とおり債務保証を行っております。

ホソカワミクロン
ワグナー㈱

─百万円

　３　保証債務

　関係会社の銀行借入れに対し次の

とおり債務保証を行っております。

ホソカワミクロン
ワグナー㈱

―百万円

　この他に下記関係会社等の支払債

務に対し保証予約を行っておりま

す。

HOSOKAWA MICRON 
INTERNATIONAL INC.

(US$1,062千)
125百万円

　この他に下記関係会社等の支払債

務に対し保証予約を行っておりま

す。

HOSOKAWA MICRON 
INTERNATIONAL INC.

(US$980千)
98百万円

HOSOKAWA MICRON 
(KOREA)LTD.

(KRW222,288千)
22百万円

　この他に下記関係会社等の支払債

務に対し債務保証を行っておりま

す。

HOSOKAWA MICRON 
INTERNATIONAL INC.

(US$1,070千)
123百万円

HOSOKAWA MICRON
(KOREA)LTD.

(KRW316,288千)
40百万円

　４　受取手形割引高

　輸出手形 47百万円

　４          　─ 　４　   　　　 ─

※５　中間会計期間末日満期手形の

会計処理　

　　　中間会計期間末日満期手形の会

計処理については手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含まれて

おります。

　　　受取手形　　95百万円

※５          　─ ※５　期末日満期手形の会計処理　

　　　中間会計期間末日満期手形の会

計処理については手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含まれて

おります。

　　　　受取手形　　163百万円
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 145百万円

受取配当金 5

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 13百万円

受取配当金 5

受取家賃 25

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 251百万円

受取配当金 11

為替差益 8

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 4百万円

為替差損 91

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 5百万円

為替差損 57

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 7百万円

営業外諸手数料 27

※３　特別利益の主要項目

過年度固定資産
処分損修正益

43百万円

固定資産売却益 19

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入
益

33百万円

※３　特別利益の主要項目

固定資産廃棄費
用戻入

49百万円

※４　特別損失の主要項目

固定資産
処分損

3百万円

棚卸資産廃棄損 50

　

棚卸資産廃棄損は、客先倒産等に伴

う既製作品等の廃棄損であります。

※４　特別損失の主要項目

固定資産
処分損

7百万円

投資有価証券売

却損
202

投資有価証券評

価損
35

※４　特別損失の主要項目

固定資産
処分損

5百万円

棚卸資産廃棄費
用

66

リース中途解約
違約金

18

　５　減価償却実施額

有形固定資産 113百万円

無形固定資産 0

　５　減価償却実施額

有形固定資産 182百万円

無形固定資産 0

　５　減価償却実施額

有形固定資産 248百万円

無形固定資産 1
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 中間会計期間末

普通株式(千株) 98 19 ─ 117

　
　　(変動事由の概要)

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 19千株

　

当中間会計期間(自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 137 3,010 ─ 3,147

　
　　(変動事由の概要)

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 10千株

取締役会決議による自己株式の取得 3,000千株

　

前事業年度(自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 98 39 ─ 137

　
　　(変動事由の概要)

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 39千株
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

機械及び
装置
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

125 185 311

減価償却
累計額
相当額

92 81 174

中間
期末残高
相当額

33 103 137

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

機械及び
装置
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

125 220 346

減価償却
累計額
相当額

113 101 214

中間
期末残高
相当額

12 119 131

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

機械及び
装置
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

125 192 318

減価償却
累計額
相当額

103 95 198

期末残高
相当額

22 96 119

なお、取得価額相当額は未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

なお、取得価額相当額は未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

なお、取得価額相当額は未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 57百万円

１年超 79

合計 137百万円

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 50百万円

１年超 80

合計 131百万円

②　未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 58百万円

１年超 60

合計 119百万円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

③　当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額

支払リース料 29百万円

減価償却費
相当額

29百万円

③　当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費
相当額

32百万円

③　支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 59百万円

減価償却費
相当額

59百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。

　

当中間会計期間末(平成20年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。

　

前事業年度末(平成19年９月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 509.23円１株当たり純資産額 523.55円１株当たり純資産額 541.13円

１株当たり
中間純利益金額

13.46円
１株当たり
中間純利益金額

8.57円
１株当たり
当期純利益金額

50.97円

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

12.32円
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

7.83円
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

46.64円

(注)　１　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
前中間会計期間

(平成19年３月31日現在)
当中間会計期間

(平成20年３月31日現在)
前事業年度

(平成19年９月30日現在)

中間貸借対照表上の純資産の部の
合計額(百万円)

21,875 20,904 23,235

普通株式に係る純資産額(百万円) 21,875 20,904 23,235

普通株式の発行済株式数(千株) 43,075 43,076 43,076

普通株式の自己株式数(千株) 117 3,147 137

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数(千株)

42,957 39,928 42,938

　

２　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

　中間損益計算書上の中間(当期)純利益
　(百万円)

578 362 2,189

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─ ─

　普通株式に係る中間(当期)純利益
　(百万円)

578 362 2,189

　普通株式の期中平均株式数(千株) 42,967 42,360 42,957

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

　中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ─ ─

　普通株式増加数(千株) 3,988 3,987 3,987

　(うち無担保転換社債型新株予約権付社債)         (3,988) (3,987) (3,987)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

― ─ ─

　

(重要な後発事象)

　

　　　　　該当事項はありません。
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(2) 【その他】

平成20年５月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額………………239百万円

(ロ)１株当たりの金額……………………………６円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成20年６月23日

(注)　平成20年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第63期)

自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月25日
関東財務局長に提出。

(2)
 

有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度
(第61期)

自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日

平成19年12月17日
関東財務局長に提出。

(3)
 

有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度
(第62期)

自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日

平成19年12月17日
関東財務局長に提出。

(4)
 

半期報告書
の訂正報告書

事業年度
(第62期)

自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日

平成19年12月17日
関東財務局長に提出。

(5)
 

半期報告書
の訂正報告書

事業年度
(第63期)

自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日

平成19年12月17日
関東財務局長に提出。

(6)
 

大量保有報告書
 

平成20年2月28日
関東財務局長に提出。

(7)
 

自己株券買付状況報
告書  

平成20年3月7日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年６月25日

ホソカワミクロン株式会社

取締役会　御中

　

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　目 加 田　　雅　　洋　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　井　　理　　晃　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるホソカワミクロン株式会社の平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、ホソカワミクロン株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

　

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年６月25日

ホソカワミクロン株式会社

取締役会　御中

　

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　目 加 田　　雅　　洋　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　井　　理　　晃　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているホソカワミクロン株式会社の平成19年10月１日から平成20年９月30日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、ホソカワミクロン株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

　

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年６月25日

ホソカワミクロン株式会社

取締役会　御中

　

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　目 加 田　　雅　　洋　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　井　　理　　晃　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるホソカワミクロン株式会社の平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第６３期事業年度

の中間会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ホソカワミクロン株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

　

以　　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年６月25日

ホソカワミクロン株式会社

取締役会　御中

　

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　目 加 田　　雅　　洋　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　井　　理　　晃　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているホソカワミクロン株式会社の平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第64期事業年度

の中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ホソカワミクロン株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

　

以　　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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